
（別紙１）

訓練等給付費 標準利用期間を超える支給決定の取扱いに係る要綱 新旧対照表 

改 正 前 改 正 後 

訓練等給付費 標準利用期間を超える支給決定の取扱いに係る要綱 

（略） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

宿泊型自立訓練及び就労移行支援（以下「障害福祉サービス」という。）

の支給決定について、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行規則」（平成１８年２月２８日厚生労働省令第

１９号）第６条の６及び第６条の８に定める期間（以下「標準利用期

間」という。）を超えて支給決定の更新を行う場合の取扱いについて

定める。 

（略） 

訓練等給付費 標準利用期間を超える支給決定の取扱いに係る要綱 

（略） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

宿泊型自立訓練及び、就労移行支援及び自立生活援助（以下「障害福

祉サービス」という。）の支給決定について、「障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則」（平成１８年２

月２８日厚生労働省令第１９号）第６条の６及び第６条の８に定める

期間（以下「標準利用期間」という。）を超えて支給決定の更新を行

う場合の取扱いについて定める。 

（略） 

附 則 

この要綱は、令和２年２月１日から施行する。 



（別紙１）

改 正 前 改 正 後 

別表 

障害福祉 

サービス 
対 象 者 

自立訓練 

（機能訓練） 

リハビリや各種療法を実施しており、さらに

継続する必要があること。地域・在宅生活に向

けて、具体的な調整や支援が必要であること。

自立訓練 

（生活訓練） 

地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上

のスキルを学ぶ必要があること、もしくは現

在訓練中でさらに継続する必要があること。 

宿泊型自立訓練

地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上

のスキルを学ぶ必要があること、帰宅後にお

ける生活能力の維持・向上のための訓練その

他の支援が必要であること、もしくは現在訓

練中でさらに継続する必要があること。 

就労移行支援 

更新時点で、一般就労への具体的な見通しが

あること。 

（採用が内定している、現在、職場実習中であ

る、今後具体的な職場実習の予定があるなど）

別表 

障害福祉 

サービス 
対 象 者 

自立訓練 

（機能訓練） 

リハビリや各種療法を実施しており、さらに

継続する必要があること。地域・在宅生活に向

けて、具体的な調整や支援が必要であること。

自立訓練 

（生活訓練） 

地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上

のスキルを学ぶ必要があること、もしくは現

在訓練中でさらに継続する必要があること。 

宿泊型自立訓練

地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上

のスキルを学ぶ必要があること、帰宅後にお

ける生活能力の維持・向上のための訓練その

他の支援が必要であること、もしくは現在訓

練中でさらに継続する必要があること。 

就労移行支援 

更新時点で、一般就労への具体的な見通しが

あること。 

（採用が内定している、現在、職場実習中であ

る、今後具体的な職場実習の予定があるなど）

自立生活援助 

居宅において自立した日常生活を営む上で理

解力や生活力等に不安があり、単身等での生

活を維持するために定期的な巡回訪問や随時

の対応を継続する必要があること。 
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改 正 前 改 正 後 
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改 正 前 改 正 後 


